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Ⅰ 地方創生とＳＤＧｓに関する国内外の動向 

 

地方創生の展開 

 地方創生の実現のため、２０１４年に「まち・ひと・しごと創生法」が施行された。

この施策は、少子高齢化の課題に的確に対応し、地域の人口減少に歯止めをかけるとと

もに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保し

て、将来にわたっての成長力を確保することを目指している。さらに、「国民一人一人

が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営める地域社会を形成すること」

が目標として示された。 

 

「環境未来都市」構想の経緯 

内閣府では、かねてより「環境未来都市」構想を推進し、各都市における成功事例の

共有等を通じて、地方創生の深化につなげてきた。２００８年以降、我が国が目指すべ

き低炭素社会の姿を市民にわかりやすく示すため、温室効果ガスの大幅な削減など高

い目標を掲げて先進的な取組にチャレンジする２３都市を「環境モデル都市」として選

定してきた。更に、２０１１年には、環境・社会・経済の三側面において、より高いレ

ベルの持続可能性を目指す１１の都市・地域を「環境未来都市」として選定し、環境・

超高齢化対応等の課題解決に向け、三側面において新たな価値を創造する都市として

支援してきた。これらの活動はまとめて「環境未来都市」構想と呼ばれてきた。 

このような「環境未来都市」構想は、地域資源を活かし、環境・社会・経済の三側面

における価値創造を活性化し、自律的に発展する多様な都市・地域モデルの創出を実現

するとともに、その成功事例の普及展開を通じて、幅広い地方創生を推進し、一定の成

果を得た。 

 

ＳＤＧｓに関する国際的動向 

２０１５年９月にニューヨークの国連本部において、「国連持続可能な開発サミット」

が開催され、１５０を超える加盟国首脳の参加の下、その成果文書として、「我々の世

界を変革する：持続可能な開発のための２０３０アジェンダ（以下「２０３０アジェン

ダ」という。）」が全会一致で採択された。この２０３０アジェンダは、持続可能な開発

のための行動計画として、宣言及び目標等を掲げた。その中核文書が、１７のゴール（目



3 

 

標）1と１６９のターゲット等からなる「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」2である。

ＳＤＧｓの採択から３ヶ月後の２０１５年１２月、第２１回気候変動枠組条約締約国

会議（ＣＯＰ２１）にてパリ協定が採択された。パリ協定はＳＤＧｓのゴール１３（気

候変動）の内容を具体化させたものである。２０１６年１０月には、ゴール１１（持続

可能な都市）の内容を具体化させたニューアーバンアジェンダが第３回国連人間居住

会議（ＨＡＢＩＴＡＴⅢ）にて公表されるなど、ＳＤＧｓ採択以降、新たな国際的な枠

組が提案されている。 

 

ＳＤＧｓに関する国内動向 

２０１６年５月に政府内に持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）推進本部（本部長・内閣

総理大臣、全国務大臣が構成員。以下「ＳＤＧｓ推進本部」という。）が設置された。 

また、ＳＤＧｓの達成に向けた我が国の取組を広範な関係者が協力して推進してい

くため、行政、ＮＧＯ・ＮＰＯ、有識者、民間セクター、国際機関、各種団体等の関係

者が集まり、意見交換を行う「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）推進円卓会議」が、

ＳＤＧｓ推進本部の下に設置された。 

さらに、２０１６年１２月には持続可能な開発目標実施のための我が国としての指

針「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針」が決定された。その中では、ＳＤＧｓ

達成に向けた取組の推進（以下「ＳＤＧｓ推進」という。）に当たっての自治体の役割

の重要性が指摘されている。 

また、民間の動きとしては、２０１７年１１月に、日本経済団体連合会がＳＤＧｓの

観点から「企業行動憲章」および「実行の手引き」を改定した。 

  

                                            
1 以下、「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針」に倣い、「ゴール」、「ターゲッ

ト」「指標」と表記する。 
2 Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｇｏａｌs の略。２０１５年

９月の国連サミットで採択された２０３０年を期限とする先進国を含む国際社会全体

の１７の開発目標。全ての関係者（先進国、途上国、民間企業、ＮＧＯ、有識者等）

の役割を重視し、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指して、経済・社会・環境

をめぐる広範な課題に統合的に取り組むもの。 

なお、ＳＤＧｓの指標については、２０１７年７月の国連総会で採択された。 
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地方創生とＳＤＧｓ 

２０１７年６月９日に開かれたＳＤＧｓ推進本部会合（第３回）において、安倍総理

大臣から、「これはまさに地方創生の実現にも資するものです。関係閣僚が連携して、

ＳＤＧｓ達成に向けた地方の取組を促進する施策を検討、実施していくようお願いし

ます」との発言があった。 

同日「まち・ひと・しごと創生基本方針２０１７」が閣議決定され、「Ⅲ．各分野の

施策の推進」の「４．時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域

と地域を連携する」において、「地方公共団体における持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）

の推進」が盛り込まれた。この中で、「今後「環境未来都市」構想の更なる発展に向け

て、地方公共団体におけるＳＤＧｓ達成に向けた取組を促進するための施策を検討し、

方向性を取りまとめる」こととされた。 

 

ＳＤＧｓ推進による今後の地方創生の展開 

ＳＤＧｓは、先進国、開発途上国を問わず、世界全体の経済、社会及び環境の三側面

における持続可能な開発を統合的取組として推進するものである。１７のゴールや

１６９のターゲットに示される多様な目標の追求は、日本の各地域における諸課題の

解決に貢献し、地方の持続可能な開発、すなわち地方創生を推進するものである。 

「環境未来都市」構想では、はやくから環境・社会・経済の三側面に着目し、３つの

側面における新たな価値創出によるまちの活性化を目指してきた。この考え方は、

ＳＤＧｓの理念と軌を一にするもので、ある意味でＳＤＧｓの取組の先行例といえる。

環境未来都市や環境モデル都市における先進的な取組事例は、各自治体において

ＳＤＧｓに取り組む際の、わかりやすいモデルとなるものである。 

 

地方創生を一層促進する上で、「環境未来都市」構想を更に発展させ、新たに 

ＳＤＧｓの手法を取り入れて戦略的に進めていくことが有効であるといえる。  
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【参考１】ＳＤＧｓのロゴ（１７のゴール） 
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【参考２】持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）推進本部会合（第３回）２０１７年６月

９日議事録から抜粋 

 

【内閣府 地方創生 規制改革担当大臣】 

ＳＤＧｓを全国的に実施するためには、広く全国の地方自治体による地域のステー

クホルダーと連携した積極的な取組の推進が必要不可欠であります。 

このため、「環境未来都市」構想をさらに発展させ、地方自治体におけるＳＤＧｓ

達成のための施策を策定し、これを積極的に推進することにより、地方創生のさらな

る実現につなげてまいります。 

 

【内閣総理大臣】 

持続可能な開発目標、すなわちＳＤＧｓは、先進国、途上国全てが責任を持つ重要

な取組です。日本は人間の安全保障の考え方に立ち、誰一人置き去りにすることな

く、一人ひとりが持てる能力を発揮できる社会の実現に向けて、リーダーシップを発

揮してまいります。 

７月の国連での報告や９月の国連総会も見据え、私から、次の３点につき改めて指

示します。 

第一に、働き方改革の実現です。安倍政権は日本流のインクルーシブな社会であ

る、一億総活躍社会を目指しています。その最大のチャレンジが働き方改革。長時間

労働の是正や同一労働同一賃金の実現など、ＳＤＧｓの考え方にかなう改革を、着実

に進めていきます。 

  第二に、地方でのＳＤＧｓの推進です。これはまさに地方創生の実現にも資する

ものです。関係閣僚が連携して、ＳＤＧｓ達成に向けた地方の取組を促進する施策を

検討、実施していくようお願いします。 

  第三に、民間セクターにおける取組の推進です。ＳＤＧｓの達成には民間の知見

や技術、資金の活用が不可欠です。同時に、企業にとっても、大きなチャレンジとな

ります。ビジネスチャンスとなります。 

今回、推進本部として、企業や団体等の先駆的な取組を表彰する「ジャパン

ＳＤＧｓアワード」の創設を決定しました。民間セクターにおけるＳＤＧｓの取組を

一層奨励するとともに、優れた取組を積極的に発掘していきたいと思います。 

本年の骨太方針においても、ＳＤＧｓ実施の更なる推進が盛り込まれる見通しで

す。これを受けて、関係閣僚におかれては、ＳＤＧｓの取組を加速化していくようお

願いします。 

こうした我が国の取組を、国際的にも、７月の国連での報告や、９月の国連総会等

の場で、力強くアピールしたいと思います。  
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【参考３】まち・ひと・しごと創生基本方針２０１７（２０１７年６月９日閣議決

定）から抜粋 

 

（地方公共団体における持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進） 

 

＜概要＞ 

我が国におけるＳＤＧｓの国内実施を促進するためには、民間事業者等よる取組だ

けではなく、地方公共団体及びその地域で活躍するステークホルダーによるＳＤＧｓ

達成のため積極的な取組が必要不可欠である。加えて我が国では、今後のＳＤＧｓの実

施段階においても、世界ロールモデルとなることを目指し、国内実施、国際協力の両面

において、持続可能な開発のために取り組むこととしており、環境未来都市及び環境モ

デル都市の先進的な取組実績等を活用して、これに貢献していく必要がある。このため、

今後「環境未来都市」構想の更なる発展に向けて、地方公共団体におけるＳＤＧｓ達成

に向けた取組を促進するための施策を検討し、方向性を取りまとめる。 

 

【具体的取組】 

◎地方公共団体に対する普及促進活動の展開 

・国内外の都市の成功事例・知見の共有やネットワークの形成支援を目的に、引き

続き、ＳＤＧｓをテーマとした「環境未来都市」構想推進国際フォーラムを開催

し、自律的で持続的な都市の実現を図る。 

・ＳＤＧｓに関する機運醸成を図るため、 地方公共団体が主催するＳＤＧｓ理解促

進、普及啓発のためのフォーラム事業等に対して支援を行う 。 

 

◎地方公共団体によるＳＤＧｓ達成のためモデル事例の形成 

・地方公共団体によるＳＤＧｓ達成に向けた取組を促進するため、モデル的な取組

を形成するための資金支援策を検討し、成案を得る。その際、他の模範となるよう

な成功事例を形成することを目的に、有識者による継続的なフォローアップ支援

も同時に検討し、成案を得る。 
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Ⅱ 「環境未来都市」構想とＳＤＧｓ 

 

１．「環境未来都市」構想のこれまでの成果と今後の課題 

 

「環境未来都市」構想は、低炭素社会の実現のみならず、健康長寿社会の実現、国際競

争力強化による経済成長等の他の戦略分野も含めた分野横断的な観点から、都市・地域の

総合的な政策を推進するものである。その意味で同構想は、都市・地域の生活基盤の改善

や産業・経済基盤の強化にも着目した施策である。この観点から、未来に向けた技術、仕組

み、サービス、まちづくり等で世界トップクラスの成功事例を生み出し、国内外への普及展開

を図ることを目標として、全国から厳選された都市において、政府による戦略的な支援の下

にこの取組が実施されてきた。 

各環境未来都市の第１次の５年間（２０１２～２０１６年度）の取組について評価を行った

２０１７年度環境未来都市推進委員会においては、立地特性を活かした産官学民連携のま

ちづくりの取組（柏市）や、環境・社会・経済の三側面を統合した水ビジネスの取組（北九州

市）、３市町間による医療・介護連携の取組（気仙広域）等、大きな成果をあげた様々な取組

が報告され、それらの取組は環境未来都市推進委員によるフォローアップで高く評価された。 

 

（１）成果とそれをもたらした要因                    

  「環境未来都市」構想における施策推進により、環境・社会・経済という三側面において

多様で新たな価値の創出に成功してきた。また、都市・地域における環境や超高齢化等を

めぐる状況や、都市・地域が有する自然資産、社会資産を踏まえた上で、「誰もが暮らした

いまち」、「誰もが活力あるまち」を実現し、住民生活の質（QOL, Quality of Life）の向上に成

功している。この成功要因として、地域の課題に対応した目標を見える化し市民と共有した

こと、様々なステークホルダーとの連携により地域の活性化に向けた自律的好循環を生み

出すことができたこと、さらに、新たな地域資源を発掘・活用し課題解決につなげたこと、政

府による適切な都市の選定と支援が行われたことなどが挙げられる。これは、地方創生の

基本的方針と軌を一にしていることから、地方創生の推進にも大きな貢献を果たしてきたも

のと考えることができる。
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【参考４】「環境未来都市」構想のコンセプト中間取りまとめ（２０１１年２月２日） 

  から抜粋 

 

 

 

 

（２）成功事例の普及展開 

  ２０１１年から、「環境未来都市」構想推進国際フォーラムを国内、国外において毎年開催

し、国内外に対して活動成果の効果的な発信を行ってきた。さらに、政府のリーダーシップ

の下に、市区町村、道府県、政府機関、民間団体等で構成される横断的組織である「環境

未来都市」構想推進協議会（２０１７年１１月２９日現在 構成団体数２６３）3が組織され、取

組事例の共有等の普及活動の推進がなされ、取組の一層の拡大が図られてきた。「環境未

来都市」構想に関するウェブサイトは、「都市活性化に関する知のプラットフォーム」として、

成功事例の幅広い社会発信に成功している。 

 

 

                                            
3 市区町村（１１６団体）、道府県（４６団体）、関係各省（１１省庁）、関係政府機 

関（３０団体）、民間団体（６０団体） 

「環境未来都市」構想が目指す３つの価値の総合的な創造 



10 

 

【参考５】 第７回「環境未来都市」構想推進国際フォーラム（２０１７年１０月４日開催）におけ

る総括 

 

 

（３）課題 

  「環境未来都市」構想においては、環境問題や高齢化問題を中心とした課題を取り上げ

て見える化し、成果を挙げてきた。一方、ＳＤＧｓが掲げる「持続可能な開発」はより広範な課

題であるため、１７のゴールや１６９のターゲットをわかりやすい政策目標として整理し直し、

市民に対して見える化を進め、実施に移すことが今後の課題である。 

地域活性化を推進するためには人材や産業・経済などの地域資産を統合的に連携させ

て課題解決にあたる手法が求められる。このような実施体制も見える化し、関係者の理解を

得る必要がある。 

「環境未来都市」構想においては、２３の環境モデル都市や１１の環境未来都市を選定し、

トップクラスの成功事例を創出するとともに、「環境未来都市」構想推進協議会において官民

の団体と情報共有を図ってきた。今後は、４７都道府県、１，７４１市区町村4の自治体を巻き

込んださらに幅広い取組により、課題解決の底上げを図ることが望まれる。 

                                            
4 ２０１６年１０月１０日現在 
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２．自治体ＳＤＧｓ推進に向けた「環境未来都市」構想の成果の活用 

 

自治体ＳＤＧｓの推進に当たっては、各自治体が自身の固有の条件を踏まえて、独創性

のある政策目標を打ち出すことが求められる。そのための努力こそが、自治体のポテンシャ

ルを高めることになる。政府は各自治体が独自性のあるＳＤＧｓ推進のプログラムを提案し、

取り組めるような環境を整える必要がある。 

なお、「自治体ＳＤＧｓ」とは、全国の自治体による地域のステークホルダーと連携した

ＳＤＧｓの目標達成に向けた積極的な取組の総体をいう。 

 

（１）モデル事業創出及び普及の取組 

 「環境未来都市」構想においては、地域の課題解決に向けて優れた提案をする自治体

の取組をより活性化させるため、都市を選定した上で、フォローアップ支援や財政支援5を活

用しモデル事業を実施してきた。さらに、実現されたベストプラクティスを、国際フォーラム等

を通じて全世界へ発信してきた実績がある。 

このようなモデル事業の実施とベストプラクティス普及の取組の手法は、自治体ＳＤＧｓの

推進に当たっても十分活用可能なものと考えられる。 

 

（２）モデル事業推進のためのガバナンス体制 

「環境未来都市」構想において、政府は有識者会議の支援も得て、毎年各都市の活動

内容に関してヒアリングを実施し、計画に沿った進捗管理に留意してきた。これを通し

て、各自治体におけるガバナンス体制が整備され、フォローアップが円滑に進んだもの

と考えられる。このように、同構想では各自治体において施策を統合的に取り扱う執行

体制の整備が進められた。政策が継続的に実施されることを担保するためのガバナン

ス体制の整備は、特に重要である。「環境未来都市」構想におけるこの面での実績は、

これまでの自治体行政の運営体制からすると極めてユニークであり、今後の自治体

ＳＤＧｓの推進にも大いに活用できる。 

  

                                            
5 先端的な技術・サービスを複合的に用いる等の先導的なモデル事業に対する補助等

（２０１１年度～２０１３年度：合計２２．３億円） 
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（３）今後の展開と活用方策 

「環境未来都市」構想の主な取組内容である①モデルの選定とベストプラクティス

の創出、②国際フォーラム等を通じた国内外の自治体への普及展開、③ヒアリング等の

実施による、自治体における進捗管理のガバナンス体制の整備は、自治体ＳＤＧｓの推

進に当たっても十分活用可能である。「環境未来都市」構想における取組、実績をさら

にブラッシュアップし活用していくことが適切であると考えられる。 

その際、各自治体は地域独自の課題を把握した上で、２０３０アジェンダを踏まえて、

バックキャスティング型で自身の政策目標を企画立案・実施することが必要である。そ

して、指標（インディケーター）による進捗管理を通してガバナンス体制を整備し、パ

ートナーシップの輪を拡げながら、自治体行政におけるＳＤＧｓの主流化を図るとい

う観点が必要であると考えられる。  
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Ⅲ 地方創生における自治体ＳＤＧｓ推進の意義 

 

１．自治体としてＳＤＧｓ推進に取り組む意義、メリットは何か 

 

 自治体はＳＤＧｓの推進により、持続可能な開発を通して自治体の一層の活性化を

図り、地方創生につなげていくことができる。 

 

（１）地方創生とＳＤＧｓ推進の基本的考え方 

 地方創生は、少子高齢化に歯止めをかけ、地域の人口減少と地域経済の縮小を克服

し、将来にわたって成長力を確保することを目指している。地方が将来にわたって成

長力を確保するには、人々が安心して暮らせるような、持続可能なまちづくりと地域

活性化が重要である。特に、急速な人口減少が進む地域では、くらしの基盤の維持・

再生を図ることが必要となる。 

ＳＤＧｓにおいては、１７のゴール、１６９のターゲットが設定されるとともに、

進捗状況を測るための約２３０の指標（達成度を測定するための評価尺度）が提示さ

れている。これらを活用することにより、行政、民間事業者、市民等の異なるステー

クホルダー間で地方創生に向けた共通言語を持つことが可能となり、政策目標の理解

が進展し、自治体業務の合理的な連携の促進が可能となる。これらによって、上記の

地方創生の課題解決を一層促進することが可能となる。 

  

（２）まち・ひと・しごとの創生に向けた持続可能なまちづくりの実現 

住民生活の質（ＱＯＬ）の向上のためには、短期的にみた生活サービス機能の向上

や居住の利便性の向上だけでなく、中長期的な視点から持続可能性のあるまちづくり

を進めていくことが必要である。 

２０３０アジェンダの中核文書であるＳＤＧｓにおけるゴール、ターゲット、指標

等を統合的に活用すれば、中長期の視点から持続可能なまちづくりのビジョンや具体

的な活動目標を構築することが可能となる。具体的には、まち・ひと・しごとの好循

環を生み出す地域空間を形成するために、地域固有の取組が必要である。例えば、ゴ

ール１１（住み続けられるまちづくりを）については、「環境未来都市」構想におい

て、我が国は先行的な取組を行っているところ、さらに地方の人口減少の課題への対
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策としては、「まち・ひと・しごと創生総合戦略２０１６改訂版」に示されているよ

うに、①都市のコンパクト化、②稼げるまちづくり、③公共施設等の集約化・活用や

空き家の活用などが指摘されている。これらの政策課題の推進において、ＳＤＧｓの

ゴールや指標を活用することができる。 

 

（３）魅力あるまちづくりの推進への貢献 

自治体は様々な歴史的経緯や立地条件を有しており、それを受けて他の自治体に比

較して優位な側面や劣った点を持っている。自身の持つ魅力に十分に気づいていない

自治体も多い。ＳＤＧｓという世界共通のものさしで客観的に自己を分析することに

より、その魅力や更に魅力を高めるための必要な要素を再認識することや劣った部分

の改善の方向を知ることが可能になる。それにより特に注力すべき政策課題を明確に

し、一層の発展を図ることができる。 

 

（４）経済・社会・環境政策の統合による相乗効果の創出 

ＳＤＧｓは、経済・社会・環境の三側面を不可分のものとして扱い、統合的な取組

を通じて持続可能な開発を目指すものとしてデザインされている。政府がこれまで進

めてきた「環境未来都市」構想においては、環境や超高齢化対応等の課題解決に取り

組んできたが、ＳＤＧｓにおいては、それらを含めさらに幅広い１７のゴールが設定

されており、地域ごとの優先的なテーマに取り組むことで更なる相乗効果の創出につ

なげていくことが重要である。そして、その実行にあたっては、様々な部局内での連

携が必要である。このように、ＳＤＧｓを活用することによって、自治体が抱える多

様な課題について、経済・社会・環境の３分野にわたる相互関連性を知ることがで

き、統合的取組がもたらす相乗効果のメリットを認識した上で、各種課題に取り組む

ことができる。 

 

（５）ステークホルダーとの連携とパートナーシップの深化 

地方創生の深化に向けた様々な枠組みづくりや取組には、市民、民間企業、ＮＰＯ

等の広範で多様なステークホルダーの参画を得ることが重要である。ＳＤＧｓにおい

ては、ステークホルダーの連携とパートナーシップの主流化が強くうたわれており、

地方創生の施策推進との親和性が高い。また、ＳＤＧｓは世界共通の言語であるた
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め、国内外とのステークホルダーとの連携やパートナーシップを進めやすいという利

点も有している。よって、世界共通の言語と指標を使ったパートナーシップを推進す

るための地域での仕組みづくりや工夫が必要である。 

連携の具体的なパートナーとして、国内外の自治体、地域経済に新たな付加価値を

生み出す核となる企業（例えば、地域の中核となる企業や地域の金融機関）、専門性

を持ったＮＧＯ・ＮＰＯ、大学等の科学者コミュニティ等を指摘することができる。 

 

（６）ＳＤＧｓ達成への取組を通じた、自律的好循環の創出 

ＳＤＧｓとは、文字どおり「持続可能な開発」を目指すものである。自治体において

持続可能な開発が推進されることは、産業・経済の活性化に大きく貢献するものである。 

例えば、既に一部の民間企業がＳＤＧｓに社会貢献活動の一環として取り組むのみな

らず、ＳＤＧｓを自らの本業に取り込み、ビジネスを通じて社会的課題の解決に貢献す

ることに取り組んでおり、このような活動を通じた多様なステークホルダーとの連携

により、域内での循環型経済の進展も予想され、自律的好循環の社会・経済の構築に貢

献することが期待される。自律的好循環のベースは「ひと」であることから、「ひとづ

くり」はＳＤＧｓ推進における重要な課題である。それにより、「ひとづくり」による

パートナーシップが深化し、地域の人的資産の交流による貢献も期待できる。 

 

（７）ＳＤＧｓを活かした国内外への魅力の発信 

本年１０月に開催した第７回「環境未来都市」構想推進国際フォーラムでは、海外の

有識者から、ＳＤＧｓを学び、これから実行する際、これまで続けてきた「環境未来都

市」構想は参考になる非常によい取組との評価を得た。 

ＳＤＧｓは、先進国にも途上国にも利用される普遍性のあるグローバルなゴールで

ある。この世界の共通言語ともいえるＳＤＧｓを用いれば、自己の自治体で実現した魅

力的で先進的取組等を国内外、特に海外へより効果的かつスムーズに発信することが

できる。 

    

２．住民や様々なステークホルダーから見て、自治体に期待する役割  

 

自治体のＳＤＧｓ推進のためには、住民や民間事業者等の広範で多様なステークホ
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ルダーの参加が不可欠である。そのためにはステークホルダーがＳＤＧｓの趣旨をよ

く理解し、自治体行政へのＳＤＧｓの導入を支持する立場に立つことが求められる。自

治体には、市民やステークホルダーの積極的な参加を促す活動を展開することが期待

されている。 

 

（１）国との調整 

地域的課題や全国的課題、更には国際的課題などに取り組む上で、住民やステークホ

ルダーが自治体に対する期待は大きい。自治体は住民やステークホルダーが進める、又

は望む取組の実施に向けて、直接国や国際機関と交渉、調整、連携することができる。

また、関係自治体と協力することで、国への発言力を増すこともできる。この面で、国

の支援を得ることへの、住民の自治体に期待するところは大きい。 

 

（２）多様なステークホルダー間の連携の支援 

ＳＤＧｓを通して地方創生を一層進めるためには、多様なステークホルダーの連携

が強く求められ、そのために自治体に期待されるところは大きい。連携は、「集落生活

圏・コミュニティ」レベルから「広域」レベルまで、様々なスケールで実現することが

求められるが、この実施において自治体に期待されるところは大きい。水平的連携と垂

直的連携について後述する。 

 

（３）成功事例を実現するためのノウハウの発信 

第Ⅱ章で述べたように、「環境未来都市」構想においては、多くの成功事例が報告さ

れている。これらの成功事例の蓄積は、地方創生を進める上での大きな資産であり、他

の自治体にとってこれを学習・活用できることは、ＳＤＧｓ推進の大きな強みとなる。

「環境未来都市」構想の成功事例や様々な取組事例の実績、ノウハウ等が公開され、こ

れらを住民やステークホルダーに共有することで、地方創生における課題解決を一層

加速することができる。  

 

（４）市民の交流や地域経済活動の拠点となる場の創出 

「ひと」の流れや地域社会に活気を生み出すために求められるものの一つに、拠点づ

くりがある。市民の交流の拠点や地域経済活動の拠点づくりのために、自治体に期待さ
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れるところは大きい。このような拠点に、意識の高いフロントランナーが集まり、地域

の住民自らが主体となった地域課題解決の仕組みが構築された事例は多い。 

 

（５）意欲的かつ革新的なアイデアを創出する拠点づくりの牽引役 

ＳＤＧｓを推進し地方創生を深化するためには、地域資源を活用してイノベーショ

ンを引き起こすことが必要である。地域にはイノベーションのための様々なリソース

が蓄積されている。自治体は、リソースの有効利用を促進するための拠点づくりの牽引

役となることが求められる。 

 

（６）地域の取組を国内外へ発信 

世界の共通言語であるＳＤＧｓを推進する自治体における取組の成功事例は、いわ

ば世界の共通財産と位置づけるのが適切である。魅力に溢れた成功事例は、国内に限ら

ず世界を２０３０アジェンダに向かって変革させる力の原点となり得る。例えば、国内

においては超高齢化、少子高齢化対応及び成熟社会に向けた教育などの取組は、他国に

も例の少ない先進的な事例である。このような先進的な取組について、効果的・戦略的

に成果を発信し、国際協力の主流化を果たすことが自治体に求められている。 

 

３．自治体がＳＤＧｓ推進のために取り組むべき事項とは何か 

 

自治体がＳＤＧｓ推進のために取り組むべき事項として、次のものが挙げられる。 

 

（１）将来のビジョンづくり 

自治体がＳＤＧｓ推進をするためには、まず地域の実態を正確に把握し、２０３０年

のあるべき姿を描くことが必要である。バックキャスティングのアプローチを採用し

てビジョンを描いた後に、そのビジョンを達成するために必要な施策の提案とその実

行が求められる。この実行を円滑に進めるためには、ＳＤＧｓに基づく社会システムの

移行管理の戦略が必要である。しかし、自治体が全てのゴール、ターゲットに取り組む

ことは困難である。よって、ビジョン策定に当たっては、２０３０アジェンダやその中

核としての１７のゴール、１６９のターゲット、約２３０の指標などを参考にし、自治

体として優先的に取り上げるゴール、ターゲットを選定し、それに基づいて政策目標を
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作るべきである。 

 

（２）体制づくり 

ＳＤＧｓ推進のためには、行政内の執行体制（例えば、人材、予算、権限等）の整備

が必須である。この執行体制には進捗管理も含まれ、首長のリーダーシップの下、十分

なガバナンスを以って定期的なフォローアップがなされなければならない。ＳＤＧｓ

の特徴は、経済・社会・環境に関わる課題の統合的推進であるので、行政内の様々なセ

クター間を調整し、互いのセクターが抱えている課題を考慮しつつ、２０３０年のある

べき姿に向かって協働することのできる執行体制でなければならない。これにより、多

様な相乗効果の創出を期待することができる。 

 

（３）先行している各種計画とのマッチング 

自治体では、「総合計画」、「地方版総合戦略」6、「環境基本計画」等の各種計画が既に

策定され、具体的な取組が進められている。ＳＤＧｓの導入に際しては、それらの既存

計画とのマッチングに留意した上で、ＳＤＧｓの特徴を生かした政策ビジョンを策定

することが必要である。既存政策との連携においては、重複回避や効率化の観点から企

画立案・実施のパッケージ化やワンストップ化に配慮することが効果的である。 

 

（４）水平的連携と垂直的連携 

世界の共通課題であるＳＤＧｓ推進に際しては、同様にＳＤＧｓの導入に努力して

いる他の団体との連携が有益である。連携は、水平的連携と垂直的連携の２つの方向で

進められるべきである。水平的連携とは、行政体内部の各部局の連携や各自治体間の連

携、自治体内の多様なステークホルダー間の連携を指す。垂直的連携とは、グローバル、

国、自治体、コミュニティのように、スケールの異なる団体間での連携を指す。水平的

連携においても垂直的連携においても企業の参画は極めて重要である。そのため自治

体は、多様なステークホルダーが連携に向けて共通の目標を得るために議論するとい

う意味で、ＳＤＧｓがまさにプラットフォームであることを意識し、企業のＳＤＧｓ推

進にも協力するべきである。ツールが共通であるから、連携の実効を挙げやすい。 

                                            
6 「地方版総合戦略」とは、「都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び「市町

村まち・ひと・しごと創生総合戦略」をいう。 
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（５）情報発信による学習と成果の共有 

ＳＤＧｓ推進の効果を最大化するために必要なことは、各自治体における取組を互

いに学習しあい、成功事例を共有することである。共通のツールを用いているため、

互いの成果を比較して学習することは、ツールを共有しない場合に比べ容易である。

共有すべき成功事例を国内外に発信することは、ＳＤＧｓの導入に成功した自治体の

責任でもある。 

 

（６）ローカル指標の設定 

ＳＤＧｓは、世界共通の言語で普遍性に高く優れている。これらを活用しつつ、自

治体ＳＤＧｓのローカライズに向けて、個々の自治体が地域固有の課題を選定し、こ

れらを地域の言葉を使って地域社会に落とし込むことが重要である。 

ＳＤＧｓでは、目標達成に向けた進捗状況を測るための約２３０の指標が提案され

ている。しかし、これらの指標には、グローバルな視点から提案されたもので我が国

の状況や自治体の取組にはそぐわない指標も数多く含まれている。むしろ利用可能な

指標は少ないと考えておくべきである。そのため、各自治体は地域の状況に鑑みつつ

自身の取組を適確に測定可能なローカルな指標を設定することを求められる。この作

業は、自治体ＳＤＧｓの推進において決定的に重要なものである。  
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Ⅳ 政府の役割 

 

１．政府は、ＳＤＧｓ推進における自治体の役割をどのように位置づけるべきか 

 

政府は、「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針」において、自治体が既存の各

種計画や戦略、方針を策定、改訂する際に、ＳＤＧｓの要素を最大限反映することを奨

励している。 

また、地方創生に向けた自治体ＳＤＧｓの推進のためには、まず政府が掲げる「まち・

ひと・しごと創生総合戦略（２０１６改訂版）」において、政策の企画・実行に当たっ

ての基本方針である「１.従来の政策の検証」を行うことが重要であると示されている。

そして、「２.まち・ひと・しごとの創生に向けた政策５原則（自立性、将来性、地域性、

直接性、結果重視）」に基づき、「３.国と地方の取組体制とＰＤＣＡの整備」を推進す

ることを自治体行政の基本とするとしている。上記を踏まえて、自治体はＳＤＧｓ

の１７のゴールと１６９のターゲットに基づき自主的な政策目標を策定し、地域課題

を見える化して市民と共有することが推奨される。 

政府は、自治体がＳＤＧｓを行政施策の柱に組り込むこと（自治体行政における

ＳＤＧｓの主流化）、ＳＤＧｓ推進体制の構築、自治体職員や市民を含む様々なステー

クホルダーとの連携等により、地方創生の実現に資するＳＤＧｓの要素を取り込んだ

取組を実施していくことを、自治体に求めるべきである。 

また、このような自治体の取組により、自治体がＳＤＧｓに基づくグローバルな枠組

を通じて一層の地域活性化を図り、地方創生をより効果的に推進していくこと、さらに

それらの取組が国内外へ発信されることを自治体に求めるべきである。 

 

２．自治体ＳＤＧｓ推進における政府の役割は何か 

 

２０１７年６月９日に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生基本方針２０１７」

においては、自治体ＳＤＧｓの推進に向けた政府による具体的取組として、自治体に対

する普及促進活動の展開、自治体ＳＤＧｓの達成のためのモデル事例の形成の検討が

盛りこまれている。これに向けて、政府として具体的な方策の検討が必要となる。 
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（１）政府としての普及促進活動の展開と相互学習の場づくり 

地方創生に資する自治体ＳＤＧｓの推進に向けて、まずは、自治体及びステークホル

ダー等へのＳＤＧｓに対する理解促進を図るべきである。 

「環境未来都市」構想では、国際的なレベルで都市経営のノウハウや人材の交流促進

を図り、その成果を相互に利用し合うためのプラットフォームを整備してきた。これに

より国際的な連携を強化することに、一定の成果を上げてきた。地方創生に資する自治

体ＳＤＧｓの推進においても、引き続きこのような考え方を活用していくことが重要

と考える。具体的には、国内外のＳＤＧｓに係わる様々な取組を行う都市・地域が一堂

に会し、知の交流を行う場として、これまで実施してきた国際的なフォーラムを定期的

に開催し、国内外の自治体との連携を強化するとともに、国際貢献にも留意することが

挙げられる。また、自治体のＳＤＧｓの理解促進に向けて、国内各地において小規模な

フォーラムを開催するとともに、幅広い世代に対して普及啓発事業を実施することを

求め、政府はこれに対する支援を行うべきである。 

 

（２）自治体におけるＳＤＧｓの達成のためのモデル事業 「ＳＤＧｓ未来都市（仮

称）」の形成 

政府は、自治体ＳＤＧｓの推進に資する情報の収集・整理を詳細に行った上で、選定

基準を作成して公募を実施し、地方創生に資するＳＤＧｓの優れた取組を提案する都

市・地域を、「ＳＤＧｓ未来都市（仮称）」として選定することが重要である。優れた提

案とは、ＳＤＧｓの理念に沿った統合的取組により、経済・社会・環境の三側面におけ

る新しい価値創出を通して持続可能な開発を実現するポテンシャルが高い計画を指す。 

選定された都市・地域を対象にして、ＳＤＧｓの目標達成につながる先導的な取組に

ついて、モデル事業として、関係省庁連携のタスクフォース等により支援を行うべきで

ある。その際、自治体の規模、立地条件、産業経済の実態などに留意して、ベストプラ

クティスを広く社会発信することにより、全国の自治体にＳＤＧｓの取組が広く浸透

するよう支援する。 

併せて、地方創生に資するＳＤＧｓの取組の裾野拡大を図るため、各「ＳＤＧｓ未来

都市（仮称）」に対してＳＤＧｓの理解促進、普及啓発のための事業の展開を促し、政

府はこれに対して財政面での支援を行うべきである。 

また、各「ＳＤＧｓ未来都市（仮称）」の取組の進捗状況を政府サイドとして管理す
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るため、有識者の支援も得て各選定都市における取組の達成状況を定期的にフォロー

アップし、各自治体におけるガバナンスの確立を支援する。また、指標等に基づいて今

後確立されると想定される客観的で総合的な評価体系により、定量的・定性的で簡易な

評価システムを実現し、自治体固有の課題への取組やその達成度を明確にする。 

そして、「ＳＤＧｓ未来都市（仮称）」の取組を２０１８年７月にニューヨークで開催

予定の国連ハイレベル政治フォーラムにおいて、世界へ情報発信することを期待する。 

上記のプログラムを円滑に執行するため、政府は現行の「環境未来都市」構想推進協

議会等を発展させた、ＳＤＧｓ導入の円滑な普及展開を図る組織の設立を図る。その組

織は、自治体ＳＤＧｓの推進のあり方を官民の幅広い視点から考察・支援するためのも

のとし、民間事業者、個人、ＮＧＯ・ＮＰＯ、大学・研究機関、自治体等からの参加を

仰ぐ。 

「ＳＤＧｓ未来都市（仮称）」の構想推進においては、各選定都市が、官民から構成

されるコンソーシアムを組織し、政府による財政支援のみに頼ることなく、自ら調達す

る民間資金を組み合わせ、効果的に取組を進めていく自律的好循環が実現される仕組

の構築を図ることが肝要である。政府は、これを支援する必要がある。 
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Ⅴ おわりに 

 

地方創生は、少子高齢化の課題に対応し、人口減少に歯止めをかけるとともに、それ

ぞれの地域で住みやすい環境を確保して、将来にわたって活力ある社会を維持してい

くことを目標としている。 

これまで政府が進めてきた「環境未来都市」構想は、経済・社会・環境に係わる新た

な価値創出を通じて多様な都市・地域モデルの創出を実現することを目指す

取 組 で 、ＳＤＧｓの理念と共通する点が多く、自治体がＳＤＧｓを導入するに際し

て多くの貴重な示唆を与えるものである。 

ＳＤＧｓは地方創生に向けて、地域に強い刺激を与え、活性化を促す取組としては最

適である。自治体は世界の共通言語であるＳＤＧｓを推進することにより、国内外の産

官学民のステークホルダーとパートナーシップを構築し、地方創生を推進するととも

に持続可能な開発に向けて一層の社会貢献を図ることができる。 

今後、政府が自治体ＳＤＧｓの達成のための施策を策定し、これを積極的に推進する

ことにより、持続可能なまちづくりと地域の活性化を通じた地方創生を実現していく

ことが求められる。 
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自治体ＳＤＧｓ推進のための有識者検討会 開催経緯 

 

２０１７年６月１５日  第１回検討会 

            ・自治体ＳＤＧｓ推進の目的・ねらいの確認 

            ・自治体ＳＤＧｓ推進のための論点整理 

７月 ７日  第２回検討会 

・ステークホルダーヒアリング 

・自治体ＳＤＧｓ推進のための論点整理 

７月２７日  第３回検討会 

・ステークホルダーヒアリング 

・第１、２回検討会における委員の意見取りまとめ 

（中間取りまとめ（たたき台））について 

１０月２５日  第４回検討会 

        ・「地方創生に向けた自治体ＳＤＧｓ推進のあり方」コンセ

プト取りまとめ（案）について 

１１月２９日  第５回検討会 

        ・「地方創生に向けた自治体ＳＤＧｓ推進のあり方」コンセ

プト取りまとめ（案）について 


